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資　料

肢体不 自由児を担任する通常学級教師の 負担感と関連要因

三 嶋　和也
＊ ・安藤　隆男

＊ ＊

　本研究は小 ・中学校 の 通常学級 に在籍する肢体不 自由児の 実態と担任教師の 指導の

現状 を明 らか にするこ とを 目的 とした 。 調査にあた りB 特別支援学校 （肢体不 自由）

の 学区域 に ある小 ・中学校 219校に質問紙を配布 し肢体不 自由児を担任する教 師 43名

か ら回答 を得た 。 肢体不 自由児の 実態で は、脳性 まひ 11名、筋疾患 9 名、そ の 他 17名、

未記入 6 名で あ っ た 。 障害部位で は上 肢 ・体幹に比 べ 下肢に障害が あり、主 な移動手

段 は歩行が 25名で 、 移動の 自立度 も 9 割 の 児童 生徒が 自立 また は
一
部 自立 で あ っ た 。

担任教師の指導の現状で は 「肢体不 自由児の 指導 に負担 を感 じると思 う」項 目との 相

関 を検討 した結果 「保護者の要望 を負担に感 じる」「コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン が 難し い と

感 じる」「食事の 自立の 状態」の 3 つ の 変数の 間に有意性が 認め られ た 。 得られ た結

果は 、 今後 、 通常学級に在籍す る肢体不 自由児の 指導 を考究する 基礎 的な知見 となる

と考え られ る 。

キー ・ワ ー ド ：肢体不 自由児　負担感　通常学級教師

1．は じめに

　2013年 8 月 、 学 校教 育法施行令が
一

部 改正

され政令第 244号が交付 された 。 2012年 7月 に

公表され た 中央教育審議会初等中等教育分科会

報告 「共生社会の 形成に向けた イ ン ク ル
ー

シブ

教育 シ ス テ ム構築の た め の 特別支援教育の 推

進」 （文 部科学省，20ユ2） を受 け て 、 就 学先 を

決定す る仕組 み の 改正 （学校教育法施行令第 5

条及び第 ll条関係）、障害の 状態等の 変化 を踏

まえた転学 （学校教育法施行令第 6条の 3及び

第 12条の 2関係）等 の 手続 きに つ い て の 整 備

が 行 わ れた の で あ る 。 また 、 2014年 1月 、 障

害者の 権利 に関する 条約の 批准書の 寄託 に よ

り、 障害者を包容す るあ らゆ る段 階の 教育制度 、

個 人に必要 と される合理的配慮の 提供 にお い て

条約 は効力が発生 される もの となっ た （障害者

’
千葉県立 船橋特別支援学校

料

筑波大学人間系

の 権利 に関する条約第24条教 育， 2014）。 障害

の ある児童生徒は通常学級に在籍する こ とを原

則 と し、 本 人 ・保護者が望む場合等に特別支援

学校に 就学す る こ とが で きる制度へ と改め られ

た 。 こ の こ とか ら、障害が ある児童生徒 の 小 ・

中学校の 通常学級へ の 就学が
一

層増加する こ と

が想定 され 、 当該児童生 徒 に対する通常学級教

師の 指導の 充実や 、 これ を支援する外部専 門家

との 連携が求め られる こ ととなろ う。

　こ こ で 、 小 ・中学校で 障害が ある 児童生 徒 を

担当す る通常学級教師に焦点化する と、発達障

害児 を担 当する教 師の意識に 関わる研究が多 く

占め る （た とえば、秋山 ， 2004 ；室 岡 ・恵羅 ・

大庭 ， 2005 ；江 田
・小野 ・武 田

・山崎， 2009）。

こ れ らの 研究で は、教師の 指導にお け る負担感

や不安感 を指摘す る とともに、通常学級教 師の

支援に つ なが る特別支援教育の 校内支援体制づ

くりと地域資源の 活用の 必要性が明 らかに され

た 。

一
方 、 肢体不 自由児 を担当する通常学級教
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師を対象 と した研究 は 、 多 くは ない 。 近年で は

特別支援教育制度 へ の 転換 に よる肢体不 白由特

別支援学校 の 小 ・中学校等へ の 支援 に着 目して 、

そ の 現状 と課題 に追 る研究が散見され る （た と

え ば 、 安藤 ・渡 邉 ・松 本 ・任 ・小 山 ・丹 野 ，

2007；安藤 ・
池田 ・甲賀 ・大木， 2013）。そ の 中

で、脳性まひ児の 身体障害に起 因す るけが の 発

生 や非常 時 の 避 難 、 障害の 悪化 な ど の 負 担感

（小 川 ， 1974）や 、 学校 生活上 にお ける けが や

交友関係の 不 安 （比屋根 ・落合 ・溝田 ， 1995）

が そ れぞ れ指摘 され て い る。 こ れ に 関連 し て 安

藤 （2008）は、肢体不 自由児の 移動 の 困難 さ、

運動会や校外学習 の参加 へ の 困難 さ、 学習面で

は体育の 参加の 困難 さ、算数 の 文章題や 図形の

作図等で配慮を要する こ とな どを指摘する とと

もに、ス ロ ープ、身障者 トイ レ、エ レ ベ ーター

の 設置な ど小 ・中学校にお ける施設設備 の 現状

を報告 して い る 。

　以上の よ うに 、 障害が ある児童生徒 、 とりわ

け肢体不 自由児の 教科指導や学校生活上 の 課題

が指摘され、こ の こ と の 関連か ら通常学級教師

の 指導の 負担感とそ の 対応に 資する 基礎的知見

を得 て い る 。

　 とこ ろ で、通常学級教師の 職務負担に係 わる

研究にお い て は、 こ れ ま で どの よ うな知見が提

示 され て い る の で あろ うか 。 小橋 （2013）は小 ・

中学校教師の 離職意思 へ 至る プ ロ セ ス に お い て

多忙 感 よ りも負担 感が 大 き く影 響す る こ と を

明 らか に した 。 新藤 ・矢 島 ・高槁 ・青木 ・柵木

（2014）は教 師の 職務の 実態を調査 し「校務分掌」

「学年 ・学級事務」「学年 ・学級経営」「児童生

徒 へ の 対応」「保護者 へ の 対応」「行政 ・関係機

関へ の 報告 」「授 業」の 7 項 目に お い て 5 割以

上 の 教 師が負担感 を持 っ て い る現状 を明 らかに

した 。

　その 中で 、小学校教師の 職務負担が最 も高い

こ とや 小規模 校の 教 師 へ の 支援 の 重要性 を上

げ、負担解消の 支援で は 「課題 を一人 で 抱 え込

ませ ず、学校全体、ある い は地域 の 教育関係機

関全体で 課題に取 り組 む体制づ くり」の必要性

を唱えて い る 。 教 師の 職務負担で は 、 実に多様

な要 因が 関与す る こ とを示唆す る もの で 、そ の

うち 「保護者へ の 対応」が 「児童生徒へ の 対応」

など と同程度の 負担感 とな っ て い る こ とが注 目

で きる 。 肢体不 自由が ある児童生徒を通常学級

にお い て担 当す る教師 の 指導に係 わる負担感 に

迫 る時に、先行研究で 指摘され た要因に、保護

者 と の 関係 な ど の 要 因を加えて よ り多角的に 明

らか にする こ とが必要 となる 。

　本研究は 、 次の 三 つ の 観点か ら、 通常学級 に

在籍する肢体不 自由児の 指導に 関する基礎的な

資料を得る こ とを目的 とした。第
一

は、肢体不

自由児の 障害の 状 態や ADL 、学習 の 困難さ を

明 らかに する もの で ある 。 第二 は校内における

特別 支援教育 の 支援体制 に関す る観 点で ある 。

第三 は保護者 と の 関係 を含む指導の 負担感を明

らか にす る もの で 、肢体不 自由児を担任する教

師の 指導の 現状 に関す る観点で ある 。

皿．方法

　 1 ．対象

　A 県 B 特別支援学校 （肢体不 自由）の 学区域

（同学 区域 は 首都 圏に あ り人 口 規模は 約 160万

人） で あ る C 市、D 市、　 E 市 、
　 F 市 、

　 G 市 の 小 ・

中学校通常学級 で現在肢体不 自由児を担任 して

い る教 師 。 な お B 特 別支援 学校 は 2004年か ら

試行的に通級指導を行 っ て お り、 肢体不 自由を

主 に 地域 の セ ン ター的機能の 拠点校 とな っ て い

る。

　 2 ．手続き及び 調査期間

　郵送に よる質問紙調査を実施 した 。 調査 にあ

た り、B 特別 支援 学校 の 学 区域 の C 市 、
　 D 市 、

E 市 、 F市 、
　 G 市の 教育委員会へ 協力依頼を行 っ

た 。 調査用紙は各教育委員会を通 じて 配布を依

頼 し、C 市 、
　 D 市 、

　 E 市 、
　 F 市、　 G 市の 各小 ・中

学校 219校 に質問紙 を配布 した 。 各校 に は質問

紙を 3通ずつ 同封 し 、 現在肢体不 自由児 を担任

して い る教師の み 返信を依頼 した 。 調査期問 は

2012年 7 月に配布 し 9 月初旬に 回収 を行 っ た 。

　 3 ．質問紙の作成

　安藤 （2008）を参考 に質問項 目を検討する と

ともに、予備手続 きと して 、 現在小学校 で肢体
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不 自由児を担任する通常学級教 師 2 名に面接調

査を行 い 質問項 目を作成 した 。 面接 内容 は研究

者と特別支援学校 （肢体不 自由）にお い て教育

相談を担当して い る教師 2 名で 検討を行い 「教

師の プ ロ フ ィ
ール 」 「児童 の 障害の 状態 につ い

て 」「学習面 に つ い て （主要教科 ， 技 能教科）」

「教師の指導上の 困難さにつ い て」「支援の活用

につ い て （校内的支援 ， 校外的支援）」「特別支

援教育の 研修 につ い て 」か ら構成 した 。 対象者

には
一

人 あた り30分 間の 半構造化面接 を行 っ

た。聞 き取 っ た内容 に つ い て 逐語録 を作 成 し、

面接内容の 観点に従い 以 下 の 手続 きで カ テ ゴ

リーに分類 した 。

　 （1）要約 ：一人一人の 文章を要約 した 。

　 （2）グ ル
ー

プ化 ；要約され た文章を同 じよう

な意味を持つ もの 同士集め た。

　 （3）カテ ゴ リ
ー

化 ：それ ぞれの グ ル
ー

プを全

部言 い 表す ような名前 をつ けた 。 分析 に は研究

者と特別支援学校 （肢体不 自由）に勤務 し、地

域支援 を担 当 して い る教 師を含む 2 名の 教 師と

特別支援教育 に 関わる大学院生 1名 で 実施 した 。

　面接 調査 の 結果か ら 、   校 内の 設備 、   肢体

不 自由児の 学校生活上 の 実態、  学習の 実態の

カ テ ゴ リ
ーが抽 出された （Table　1）。 また 、 カ

テ ゴ リ
ー
化され ない 要約された 文章を「そ の 他」

と した 。 面接調査の 結果お よび先行研究 （安藤 ，

2008）を参考 に し て 質問項 目を作成 した （Table

2）。 回答に つ い て は 2 件法を基本に採用 し、身

体 障害者 手帳 の 有 無及 び 日常生活動作 （以 下

ADL とす る） に関す る項 目は 3件法 を、「肢体

不 自由児の 指導に負担を感 じる と思 う （以 下負

担感項 目）」は 5 件法を採用 した 。 なお 、 調査

にお ける 「肢体不 自由児の 定義」は 、「身体 障

害者福祉法施行規則」別表第五号 （第五 条関係）

身体障害者程度等級表 と 「学校教 育法施行令」

第 22 条の 3の 就 学基準 の 定義 よ り検討 を行 い 、

  身体障害者手帳 を持 っ て い る 、   上 肢 （腕 ， 手）

下肢 （脚，足）体幹の 著 しい 機能障害、  歩行、

筆記等の 日常生活 にお ける基本的な動作が 困難

の 三 つ と し 、 その 内
一

つ で も当て は まる児童生

徒 を肢体不 自由児 と した 。

　 4 ．分析方法

　 「肢体不 自由児の 障害の 状態や ADL 、 学習 の

困難さ」「特別支援教育の 校内体制」は記述統

計で 表 した。「担任教師の 指導の 現状」は小川

（1974）比屋根 ら （ユ995）が肢体不 自由児 を担任

する通常学級教 師の 意識の 現状で 示唆 した 「負

担感」に着 目し、負担感項目の変数とそ の他の

変数 との 相関 を算出 した 。 なお 、負担感項 目に

「少 しあて は まる」 と 「よ くあ て は まる」 を 回

答 した教 師を 「負担 を感 じる 」、 それ以外 の 回

答 は 「負担 を感 じない 」 とした。分析 にあた っ

て は 、 IBM 　SPSS　Statics　Version　20 を使用 した 。

　 5 ．倫理 的配慮

　調査 に あた っ ては、当該教育委員会へ の協力

依頼 と調査内容 と項 目に つ い て 、事前の 確認 を

依頼した。そ の 際、表現な どで 指摘の あ っ た 部

分の 修正 を行 っ た 。 また 、 配布した調査用紙に 、

研究の 使用 目的や調査 内容、調査 方法、匿名性

を保証する こ と、調査 で得た 内容は、研 究以外

に は使用 しない こ と を明記 し 、 調査 へ の 協力 を

求め た 。

皿．結果

　質問紙 を送付 した 219校 よ り通常学級で肢体

不 自由児 を担任 して い る教 師43名の 協力 を得

られ 、 全て を分析の 対象と した 。

　 1 ．通常学級 に在籍する肢体不 自由児の起 因

　　　疾患 とADL 及び 学習の 困難 さ

　 （1）起因疾患や障害の 部位 、ADL ；回答者が

担任 す る肢体不 自由児 の起 因疾患 は脳 性 ま ひ

11名 （25．6％ ）、筋疾患 9 名 （20．9％）、その 他

17名 （39．5％）（軟骨無形成症，ギラ ン バ レー症

候群，脳梁欠損症 ， 悪性 リ ン パ 腫治療 に よ る骨

壊死 《膝》，骨 形成不 全 ， SMA 《脊髄性筋 萎縮

症》， 先天性副腎皮質過形成症な ど）、未記入 6

名 （14．0％ ）で あ っ た 。 障害の部位で は、上肢、

体幹に比べ 下 肢 に障害の ある児童生徒が多か っ

た。

　障害の 部位 を Fig．1 に 、 主 な移動手段 をFig．　2

に、ADL 及び校内の 移動 の 自立を Fig．3に示 し

た 。
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Tablel　 A 、　 B 教諭 イ ン タ ビ ュ
ーか ら の カ テ ゴ リーを含む文章

A 教諭 B 教諭

校内の 設備

エ レベ ーターがあ る

階段 は手す りがある

エ レ ベ ーターがある

ス ロ ープがある

教室が狭 い と感じる

肢体不自由児の学校生活上の 実態

校舎内外 の 移動

階段 の 移動

肢体不自由児を周 りの 子 どもがどう受け入れて い るか

休み 時間に 目が行き届かない

子どもへ の 安全面に気をつ けて い る

無関心な子 ど もが気に してくれる ようになっ た

子 どもの お世話をして くれ る ようになっ た

大きな問題が無く、 み ん なに受け入れ られた

周 りか ら「特別視 して い る」 とい われない ように して い た

普通 に子ど もに接する ように して い る

子ども同士 の い ざこ ざがある

子ども同十 の 口 げん か が ある

校舎内外 の 移動

雨の 日は車 で 通学

友達とよく遊 ぶ 子で す

給食の トレイを運 ぶ ことが で きる

トイレは 白立 して い る

肢体不 自由の 子 ど もが クラス にい てくれて良か っ た と思う

甘やかした指導になりがちである

学習の 実態

主要教科は で きる

技能教科 に ハ ン デ ィが ある

国語で は学 年より大 きな升目の ノ
ー

トを使 っ て い る

漢字練習や作文は拡大したプリン トを用意して い る

算数で問題を書き写すの が難しい

机 とか 特別な物 を用意して い る

体育 の 指導 に 困難 さが ある

体育の指導の 配慮 は担任 の方で 決め指示を出して い る

プ リン トを自分で出しに い ける

その他

校内の事例検討会が ある

補助の 先生 と打ち合 わ せ や話し合 い が出来 る

夏休みに特別支援教育関係 の 研修に参加する

保護者か ら感謝され た

校 内の 特別支援教 育の 研修会が行 わ れて い る

補助 の 先生 と打ち合 わ せ や訴し合 い が で きる

　（2）学習の 困難さ ：体育や技能教科 など身体

面で の 困難さが 現れや すい 教科で は、ほ とん ど

の 教師が肢体不 自由児の 学習の 困難 さを上 げて

い る 。 また、国 語 ・算 数 の 教科 に お い て も20

名の 児童生徒が課 題が ある と教師は見て い る。

学習の 困難 さをFig，4 に示 した 。 学習 にお い て

は困難 さを多 くの 教 師が指摘 して い る一方 、
コ

ミ ュ ニ ケーシ ョ ン が 難 しい と感 じるで は 「は い

10名 （23．3％ ）、い い え 33名 （76．7％）」、友達 と

の トラ ブル が多 い で は 「は い 4 名 （9，3％）、
い

い え 39名 （90．7％）」 と コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン は

比 較的取 りやす く、 友達 とも トラブル が少 ない

と教師は捉えて い る e

　 2 ．特別支 援教育の 校内体制

　（1）校 内の 施設設備 ：肢体不 自由児 に必要 な

ス ロ
ー

プ、身障者 トイ レ 、
エ レ ベ ーターの 有無

の 結果 をFig ．5 に示 した 。 ス ロ
ープ と身障者 ト

イ レの 設置 は 6割を越 え、エ レ ベ ー
タ
ーの 設置

にお い て も 3割 を越 えて い る 。

　（2）校 内の 支援体制 ：校内の 支援体制が整 っ

て い る で は 「は い 27 名 （67．5％）、い い え 13名

（32．5％）」 と 6割強 の 教 師が校内支援体制 の 充

実を感 じて い る 。 校外の 支援体制で は 、 地域の

専門的機関か ら の 助言や 支援 は必要で ある と思

うか で は 「は い 41名 （97．6％）、 い い え 1名

（2．4％）」、「校 外の 専門家に支援 を要 請す る こ
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（人 ）

40

30

20

10

0

圜 ある

圏 ない

手に障害 が ある　　　 足 に障害がある　　　体幹 に障害がある

　　　　　　Fig．1　肢体不 自由児 の 障害 の 部位

圏 歩行

■ 杖

圜 車い す

圏 ウオ
ーカー

□ 電動車いす

Fig．2　肢体不 自由児 の 主な移動手段

（人 ）

40

30

20

10

0

曝 自立

國
一部自立

馴 全介助

食事　　　　 小便 　　　　大便　　　校 内の 移動

　 Fig．3 肢体不自由児の ADL 及び校内の 移動 の 自立

一 117一

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



Association of Disability Sciences, Japan

NII-Electronic Library Service

Assoclat 二lon 　of 　Dlsablllty 　Sclences ，　Japan

三 嶋　和也 ・
安藤 　隆 男

（人）

50

40

30

20

10

0

体育や技能教科に課題 国語・算数に 課題

圏 ある

圖 ない

Fig．4　肢体不自由児の学習の 困難さ
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20
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ス ロ
ー

プ 身障者 トイレ エ レベ ー
タ
ー

鬮 ある

鬮 な い

Fig．5　校 内の 施設設備 の 充実

とに抵抗が あるで は 「はい 5名 （11．6％）、 い い

え 38名 （88，4％）」 と外部の 専門家か らの 支援

に対 して は多 くがその 必要性 をあげて い た 。 ま

た 、 特別支援学校 を含 む専 門機 関は相談 した い

内容 に 応 え て くれ る と思 うで は 「は い 30名

（88．2％）、い い え 4 名 （11．8％）」 と 8割強 の 教

師が 内容に応えて くれ る と思 っ て い る反面、 日

常の 業務 をこな しなが ら相談に行ける では 「は

い 11名 （32，4％）、 い い え 23名 （67．6％）」 と 6

割強の 教師が職務多忙化 の 中で 相談 に 行けな い

現状 を看取で きた 。

　 3 ．担任教 師の指導の 現状

　（1）担任教師の プ ロ フ ィ
ール ： どの 回答者も

学級で 1名の 肢体不 自由児を担任 して い た 。 性、

校種 、 教職経験か ら回答者 の プ ロ フ ィ
ール を示

した 。 性別 は 、 男性 11名 （25．6％）、 女性 32名

（74．4％）で あ っ た 。 校 種 は、小 学 校 は29名

（67．4％ ）、 中学校 13名 （30．2％）、未記入 1名

（24 ％）。 教職年数は 5 年刻みで 分 ける と 、 ど

の 年齢層 におい て も該当者がお り、 特 に教職 5

年まで の 教 師が 13名 と全体の 30．2％ を占め た 。

こ れまで の 特別支援教育 の 経験 で は、ある者 は

21名 （48．8％）、な い 者は 22名 （512 ％ ）で あり、
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そ の うち、過去に肢体不 自由児の担任経験 の あ

る教 師は 8名 （18．6％）で あ っ た 。

　 （2）特別支援教育 に対す る理解 ：身体障害者

手帳の 有無を知 っ て い るか で は 「は い （知 っ て

い る）18名 （45．0％）、 い い え （知 らない ）22名

（55．0％）」、疾患名を知 っ て い る か で は 「は い

（知 っ て い る）36名 （83．7％ ）、い い え （知らな い ）

7 名 （163％）」と手帳の 有無 を知 っ て い る教師

よ り、 疾患名を知 っ て い る教 師の 方が 多い こ と

が伺える 。 特別支援教育の 研修の 必要性 の 有無

で は 「は い （必要）42名 （97．6％）、い い え （不

必要）1名 （2．4％）」と大多数の 教師は特別支援

教育の 研修の 必要性 を感 じて い る 。 保 護者の 要

望 を負 担 に 感 じる で は 「は い （感 じる ）7 名

（16．3％）、い い え （感 じな い ）36名 （83．7％）」、

保護 者の 要望 はか なえた い と思 うで は 「は い

（か な えた い ）42名 （97．7％）、い い え （か なえた

くない ）1名 （2．3％）」で あ っ た 。

　 （3）肢体不 自由児の 指導 に対 す る負 担感 ：

1）質問項 目の 度数 の 分布に つ い て ：分析 にあ

た っ て は、各質問項 目を  肢体不 自由児に つ い

て （16項 目〉  特別支援教 育 の 体制 と施設設備

に つ い て （12項 目）  肢体不 自由児を担任する

教 師に つ い て （7 項 目）の 三 つ 観点か ら分類 し

た 。 各 質問項 目 （データ）の 度数 の分布 をTable

2に示す 。

　 2）単変量解析に よる分析結果 ：負担感項目

と三 つ の 観点に属 す る項 目 と の Spearman 相 関

係数 を Table　3 に示す。負担感項 目 と三 つ の 観

点 に属す る項 目の 相関係数 を算 出 した とこ ろ 、

次の よ うな結果が得 られ た 。 肢体不 自由児 に つ

い て の 観点で は負担感項 目 と 「コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ンが難 しい と感 じる （rs＝．308，　p ＜ ．05）」 「食

事の 自立の状態 （rs＝．353，p＜ ．05）」がそれぞれ有

意性が 認め られ た 。 また 「小 便 の 自立 の 状 態

（rs＝．291， p く ．1）」 と の 間に有意傾向が 認め られ

た 。 次に特別支援教 育の 体制 に つ い て の 観点で

は負担感項 目と 「エ レ ベ ーターの 有無 （rs＝．275，

p ＜．1）」「身障者 トイ レ の 有無 （rs＝．282，
　p く ．1）」

「地域 の 専門的機関か らの 助言や 支援の 必 要性

の 有無 （rs＝一．279，ρく ．1）」「近隣にお ける特別 支

援学校 を含 む専 門機 関の 有無 （rs−．265，　pく ．1）」

と の 間にそれ ぞ れ有意傾 向が認 め られ た 。 さ ら

に 、 肢体不 自由児 を担任す る教師 に つ い て の 観

点で は 「保護者の 要望 を負担 に 感 じる （rsr463 ，

p ＜．01）」 との 間に有意性が認め られ た。

N ．考察

　 1 ．通常学級に在籍する肢体不 自由児の 実態

　本研究の 対象 とな っ た通常学級の 肢体不 自由

児の 起因疾患は特別支援学校 に就学す る 肢体不

自由児の それ （脳性疾患 75．4％、筋疾患 4．6％）

と比 較する （全 国肢体不 自由養護学校長 会 ，

2007）と脳性疾患の 割合が半分以下 、 筋疾患 の

割合 は 6 倍弱で あ り、 相対的に 筋疾患の 存在 に

注 目で き る 。 ADL で は 自立 が 70％ を越 え、校

内の 移動で も58．1％の 児童生徒が 自立 し、 かつ

歩行が 主な移動手段 で あっ た。こ れ らの 結果 は、

重複 障害の 割合が 79．7％ （文部科学省，2010）

を占め る特別支援学校 （小 ・中学部）在籍の 肢

体不自由児 と比較す る と、きわめ て軽度 な障害

であ る 。 しか しなが ら、障害の 程度に関わ らず、

対象者 の 6 割弱 に上肢 に、8 割に下肢 に 障害が

あ り、9 割以上の 教師が体育や技能教科の指導

にお い て課題 をあげて い る現状か ら、通常学級

教師の 肢体不 自由の 理解の 深化 と 、 こ れに基づ

く指導の 充実が求め られ よ う。

　負担感項目 との 関連 にお い て 肢体不 自由児の

学習上 の 課題で は、体育や技能教科は 97．7％ の

教師が課題が ある と して い る も の の 、負担感項

目との 関連は見 られなか っ た 。 こ の こ とは 、 肢

体不 自由児の 体育の 授業へ の 参加 の仕方 に対 す

る検討と具体的 な学習内容にお ける特別支援学

校の 支援の 必 要性が 示唆 され る もの と な っ た 。

一
方、 コ ミュ ニ ケーシ ョ ン の 難しさや食事の 自

立 度で は 田中 ・武政 ・嶋田 （2007）は 、 介護者

の 介 護負担 は要介護者 の ADL 自立度 との 関連

を指摘 し、 酒井 ・出田
・
祐野 ・由利

・
鼓 （2011）

は、要介護者に対する主介護者の 時 間的 な束縛

が、大 きく介護負担感に影響を与える こ とを指

摘 して い る 。 学校現場 における食事 は給食指導

に代表され る よ うに 「食 べ るこ と」だけに限定
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Table 　2　質問項 目の 度数分布

有 人数 （％）

　 （は い ）

無 人数 （％ ）

　 （い い え）

  肢体不 自由児に つ い て （16項目）

　手の 障害

　足 の 障害

　体幹の 障害

　遠距離視力の 困難さ

　近距離視力の 困難さ

　視野 の 困難 さ

　体育 、 技能系教科 の 課題

　国語 ・算数の 教科 の 課題

　 コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン が難 しい

　体調 を崩 しやす い

　友達との トラ ブル が多い

　ADL の状態

　食事

　小便

　大便

　校内 の 移動

　校外の 移動

  特別支援教育の 体制と施設設備に つ い て （12項 日）

　 ス ロ ープ

　 エ レ ベ
ー

タ
ー

　身障者 トイ レ

　校内の 支援体制

　校内の 支援体制が整っ て い る

　介助者

　地域 の 専門的機関か らの 助言や支援 の 必 要性

　校外 の 専門家 に 支援 を要請する事 へ の 抵抗

　特別支援学校を含む専門機関を知 っ て い る

　近 隣に おける特別支援学校を含む専門機関

　特別支援学校を含む専門機関は内容に答え て くれる

　 日常の業務 をこ な し な が ら相談に 行 け る

  肢体不 自由児 を担任す る 教師に つ い て （7 項 目）

　肢体不 自由児 の 指導に対する負担感

　 こ れまで の 特別支援教育の 経験

　身体障害者手帳の 有無を知 っ て い る か

　疾患 名を知 っ て い る

　特別支援教育 の 研修 の 必要性

　保護者の要望 を負担 に感 じる

　保護者の要望はかなえた い と思 う

25（58、1）
35（81．4）
13（32．5）
9（20．9）
6（14．0）
ll（25．6）
42 （97．7）
20 （46．5）
10（233 ）

7（16、3）

　4（9．3）
（自立）

34（79ユ）

33（76．7）
31（72，1）
25（58，1）
19（44，2）

（
一

部介助＞

　 9（20，9）
　 7（16．3）
　 9（20．9）
14（32．6）
20 （46．5）

28（66．7）
14（32．6）
29（69．0）
41 （97．6）
27（67．5）
19（442）
41（97．6）
5（ll．6）
35（81，4＞
28 （84，8＞

30（88．2）
11（32．4）

11（25．6）『
21（48．8）
18（45．0）
36（83．7）
42（97，7）
7（16．3＞
42（97．7）

18（41，9）
8（18．6）
27（67．5）
34（79．1）
37（86．0）
32（74．4）
　1（2，3）
23（53，5）

33（76．7）
36（83．7）
39（90．7）

（全介助）

　0（0）
　3（7．0）
　3（7．O）
　4（9，3）
　4 （9，3）

14（33．3）
29（67．4）
13（31，0）

　1（2，4）
13（32．5）
24（55，8）
　1（2．4）
38（88，4）
8（18，6）
5 （15，2）
4 （11．8）
23（67．6）

32（74，4）
22（51．2）
22（55．0）
7（16，3）

　1（2，3）
36（83．7）
　1（2．3）

されず、給食の準備や片付け、食事マ ナ
ーなど

指導内容は多岐に わた る 。 本研究で は、教師の

負担感が 食事の い ずれかの 側面 に 関わ るか は明

らか にする こ とはで きなか っ た 。 しか し、通常

学級教 師の 負担感が肢体不自由児 の 学習上の 課

題で なく、 学校生 活にお い て負担感 との 相関が

見 られた こ とは通常学級教師に係 わ る基礎的知

見を得 た もの と考える 。

　 2 ．特別支援教育の 校内体制

　平成 25年度特 別支援教育体制整備状況調査

（以下整備状況調査）で は、小 ・中学校の 校内

委員会の 設置は 99．9％ と報告 されて い る （文部
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Table　3 負担感項目との Spearman 相関係数

負担感項 目 Spearman 相関係数

  肢体不 自由児 につ い て

　手の 障害

　足 の 障害

　体幹の障害

　遠距離視力 の 困 難 さ

　近距離視力の 困難さ

　視野の 困難さ

　体育、技能系教科 の 課題

　 国語 ・算数の 教科 の 課題

　 コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン が難しい

　体調を崩 しやす い

　友達との トラ ブ ル が多い

　食事の 自立

　小便の 自立

　大便 の 自立

　校 内 の 移動の 自立

　校外 の 移動の 自立

  特 別支援教育 の体制 と施設設備 に つ い て

　 ス ロ ープ

　 エ レベ ーター

　身障者 トイレ

　校内の 支援体制

　校 内 の 支援体制 が整 っ て い る

　介助者

　地域 の 専門的機関か らの 助言や支援 の 必要性

　校外 の 専門家 に 支援 を要請する事へ の 抵抗

　特別支援学校を含む専門機関を知 っ て い る

　近隣における特別支援学校を含む専門機関

　特 別支援学校 を含む専門機 関は内容 に答えて くれ る

　 日常 の業務を こ な し な が ら相談に行け る

  肢体不自由児を担任する教師に つ い て

　 こ れまで の 特別支援教育の 経験

　身体障害者手帳 の 有無を知 っ て い るか

　疾患名 を知 っ て い る

　特別支援教育 の 研修 の 必要性

　保護者の 要望 を負担に感 じる

　保護者の 要望はかなえたい と思 う
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科学省 ，
2014）。 本研究で は 67．5％の 教師が 「校

内支援体制 は整 っ て い る」 とい う回答か ら考 え

る と 、 肢体不 自由児を担任す る通常学級教 師の

次元で の 支援体制の 充実 は必ずし も設置率 と一

致す る もの で はなか っ た 。 通常学級教師は外部

支援 に対 して の抵抗感が 少な く、巡 回相談の 実

施率 も高い 現状を考える と 、 室岡 ら （2005）が

指摘する 地域資源の 活用 に関 して 、通常学級担

任の 次元 で実現で きる ような方策が必要とな ろ

う。

　ス ロ ープ 、 身障者 トイレ 、
エ レ ベ ーターの 設

置は ス ロ ープ 、 身障者 トイレ の 設置率 に比べ エ

レベ ーターの 設置率は約半分 とな っ て い る。エ

レ ベ ー
タ
ー

の設置に お い て、車い すや 電動車い
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す を移 動手段に し て い る児童生徒が 38％ 、 歩

行 を移動手段 と して い る児童生徒 （58％ ）と比

較する と少ない 現状 である 。
エ レ ベ ーターを設

置 して い る学校が約 3割 の 結果か らも、小 ・中

学校で 車い すを移動の 手段とする児童生徒 の 就

学 におい て 、
エ レベ ーターを含め た施設設備面

の 充実が今後 も必要 になる こ とが示唆 された 。

　 3 ．肢体不 自由児を担任する通常学級教師の

　　　指導の現状

　本研究 におけ る肢体不 自由児 を担任す る通常

学級教師の 指導の 現状 の 分析 に お い て 「保護者

の 要望 を負担 に感 じる」が、負担感項 目と高 い

相関が得 られた 。 通常学級教師は、肢体不 自由

児の 指導の 仕方や配慮等にお い て 、 知識や指導

経験が少な く、そ の ため指導内容や学校 生活 で

の 配慮等が保護者か ら直接伝え られ た り、指導

の ね らい に対 して も保 護者 の 要望が多 く出 され

る こ とが 予想 され る。発達障害児を担任する通

常学級教師が保護者 の特別支援教育に対する思

い や担 当教員へ の 期待 が負担 とな っ て い る （岩

瀧 ・山崎 ，2009） こ とが肢体不 自由児 を担任す

る教 師に とっ て も同様な負担感と結び つ く可能

性がある こ とが 示唆され る もの で ある。新藤 ら

（2014）の 職務負担 の状 況で は 、 「保護者へ の 対

応」を上 げて い る もの の 、 全体の 上 位か ら 5 番

目に位置 して お り、 それ と比較す ると 、 肢体不

自由児を担任する通常学級教師 は よ り強 く負担

感を抱 く傾向が伺 える 。 通常学級 へ の 障害児の

受け入れ に関する田 川 ・江 田
・前田

・篠原 （2000）

の 研究で は 、   他の 健常児へ の 影響  障害児へ

の 影響  教師へ の 影響を指摘 したが 、 本研究で

は 、 こ の 他 に保護者との関係の視 点を提起す る

もの で あ り、小 ・中学校にお ける特別支援教育

の 担 い 手で ある通常学級教師 の 支援及 び研修の

在 り方 を考究す る必要性の
一

助ともなろ う。

　 4 ．今後の課題

　本研究で は首都圏にある特別支援学校 の 学 区

域 にあ り、 市教 育委員会と特別支援学校と の 連

携が 良好に取 られ 、 早期か ら特別支援学校 の 支

援が展開されて い る地域の 小 ・中学校を対象 と

した 。 そ の た め、全 国の 通常学級 に在籍す る肢

体不 自由児 の 実態 と肢体不 自由児 を担任する通

常学級教師の 現状 を語る に は、地域性や 肢体不

自由児 に対す る支援 の状 況 、 デ
ー

タ数 の 確保な

ど、今回の 調査 で 明 らか にす る こ とは で きな

か っ た 。 しか し、これ まで の 特別支援学校側か

らの 支援の現状 （安藤 ら，2007 ；安藤 ら，2013）

を明 らか にす る調査研究で は得 られ ない 、通常

学級 に在籍 す る 43 名の 肢体不 自由児の 実態 と

肢体不 自由児を担任する 通常学級教師の 指導の

現状 を明 らか に した こ とは、肢体不自由児の イ

ン ク ル
ー

シ ブ教育を推進する際 の 特別支援学校

の役割 を具体的 に考える 上 で の 基礎的資料を得

る こ とがで きた 。 今後は 、 地域性 に考慮 した調

査研究 と質的な研究手続 きな どの 導入 に よ り研

究の 深化 を図 りた い と考える。
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Feeling of  Burden  on  Regular  C}ass Teachers of  Physically Disabled Children

                       and  Related Factors

Kazuya  MISHIMA'  and  Ihkao  ANDO"

 In this research,  we  aimed  to exarnine  the current  status  of  physically disabled children,  who  are

studying  in regular  classes of  elementary  and  junior high schools, Questionnaires were  delivered to

219 elementary  and  junior high schools  in fivc cities  in metropolitan  arcas.  Rcsponscs werc  received

from  43 teachers  in charge  ofphysically  disabled children.  The  rnaindisease  of  the  physically was

comprised  of  cerebral  palsy, muscular  disorder, others. More  children  have troubles on  lower limps

than on  upper  limps or  tmnks.  Regarding the dependency fbr moving,  90%  are  capable  ofmoving  by

themselves or  with  others'  partial help. We  analyzed  the  correlation  between  a  feeling of  buden  to

instruct children  with  physically disabilities and  multiple  variables.  As  a  result,  we  noticed  statistical

significance  in 3 variables, i,e, (1) 
"A

 burdcn is felt in the wishes  ofparents",  (2) 
"Difficulties

 are in

communication"  and  (3) "Dependency

 on  others' help in eating". The results of  this research  are

expected  to be a  basic valuable  knowledge fbr further study  Qfteaching  physically disabled children  in

regu1arclasses.

Key  words:  physically disabled children, a feeling ofburden,  regular  class teachers
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